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設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-1 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

（通信連絡を行うために必要な

設備） 

第七十七条 発電用原子炉施設

には、重大事故等が発生した場

合において当該発電用原子炉施

設の内外の通信連絡をする必要

のある場所と通信連絡を行うた

めに必要な設備を施設しなけれ

ばならない。① 

 

【解釈】 

１ 第７７条に規定する「当該

発電用原子炉施設の内外の通信

連絡をする必要のある場所と通

信連絡を行うために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又は

これと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備をいう。 

 

 

ａ）通信連絡設備は、代替電源設

備（電池等の予備電源設備を含

む。）からの給電を可能とするこ

と。② 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ad)通信連絡設備 

 発電用原子炉施設には，重大事故等が発

生した場合において，発電所の内外の通信

連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行うために必要な通信連絡設備を設置又

は保管する。□1 （①-1） 

 

ヌ その他発電用原子炉の附属施設の構

造及び設備 

(3) その他の主要な事項 

(ⅶ)通信連絡設備 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うために必要な通信

連絡設備を設置又は保管する。 

□1 （①-1） 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内の通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うための通信連絡設備（発

電所内），5 号炉原子炉建屋内緊急時対策

所へ重大事故等に対処するために必要な

データを伝送できる安全パラメータ表示

システム（SPDS）及び計測等を行った特に

重要なパラメータを発電所内の必要な場

所で共有するための通信連絡設備（発電所

内）を設ける。□1 （①-1） 

 

 

 

 

10.12.2 重大事故等時 

10.12.2.1 概要 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うために必要な通信

連絡設備を設置又は保管する。 

◇1 （①-1） 

 

 通信連絡設備の系統概要図を第 10.12

－1 図に示す。◇2  

 

 

 

 

 

 

10.12.2.2  設計方針 

(1) 発電所内の通信連絡を行うための設

備 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内の通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うための通信連絡設備（発

電所内），5 号炉原子炉建屋内緊急時対策

所へ重大事故等に対処するために必要な

データを伝送できる安全パラメータ表示

システム（SPDS）及び計測等を行った特に

重要なパラメータを発電所内の必要な場

所で共有するための通信連絡設備（発電所

内）を設ける。◇1 （①-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-2 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内の通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うために必要な所内通信

連絡設備及び計測等を行った特に重要な

パラメータを発電所内の必要な場所で共

有するために必要な所内通信連絡設備と

して，必要な数量の衛星電話設備（常設）

（「7号機設備」，「6,7 号機共用，5号機に

設置」（以下同じ。）），無線連絡設備（常設）

（「7号機設備」，「6,7 号機共用，5号機に

設置」（以下同じ。））及び携帯型音声呼出

電話設備（携帯型音声呼出電話機）（「7号

機設備」，「6,7 号機共用，5 号機に設置」

（以下同じ。））を中央制御室及び 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気

密室）内に設置又は保管し，必要な数量の

衛星電話設備（可搬型）（6,7 号機共用，5

号機に設置（以下同じ。））及び無線連絡設

備（可搬型）（6,7 号機共用，5号機に設置

（以下同じ。））を 5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）内に保管

する設計とする。また，5号機屋外緊急連

絡用インターフォン（インターフォン）

（「6,7 号機共用，5 号機に設置」（以下同

じ。））を 5号機原子炉建屋屋外，5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気

密室）内及び 5号機中央制御室内に設置す

る設計とする。なお，可搬型については必

要な数量に加え，故障を考慮した数量の予

備を保管する。 

①-1，①-2，①-3，①-4【77 条 1】  

 

 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内の通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うための通信連絡設備（発

電所内）として，衛星電話設備，無線連絡

設備，携帯型音声呼出電話設備及び 5号炉

屋外緊急連絡用インターフォンを設置又

は保管する設計とする。①-1 

 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（可搬

型）及び無線連絡設備のうち無線連絡設備

（可搬型）は，5号炉原子炉建屋内緊急時

対策所内に保管する設計とする。 

①-1 

 

 携帯型音声呼出電話設備は，中央制御室

及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内

に保管する設計とする。①-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 通信連絡設備（発電所内） 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内の通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うための通信連絡設備（発

電所内）として，衛星電話設備，無線連絡

設備，携帯型音声呼出電話設備及び 5号炉

屋外緊急連絡用インターフォンを設置又

は保管する設計とする。◇1 （①-1） 

 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（可搬

型）及び無線連絡設備のうち無線連絡設備

（可搬型）は，5号炉原子炉建屋内緊急時

対策所内に保管する設計とする。 

◇1 （①-1） 

 

 携帯型音声呼出電話設備は，中央制御室

及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内

に保管する設計とする。◇1 （①-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

（共用設備については，その

設備の設置号機について記

載） 

（設置許可本文との整合性か

ら表現を改めて記載 

 設置許可本文：一式 

 基本設計方針：必要な数量） 

（可搬型についての要求事項

の明確化） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

計測制御系統施設 

発電用原子炉の運転を管理す

るための制御装置 

1.5 通信連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-2 引用元：P4 

①-3 引用元：P8 

①-4 引用元：P19-21 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-3 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）へ重大事故等に対処する

ために必要なデータを伝送するための設

備として，安全パラメータ表示システム

（SPDS）（「7 号機設備」，「6,7 号機共用，

5 号機に設置」（以下同じ。））のうちデー

タ伝送装置をコントロール建屋内に一式

設置し，緊急時対策支援システム伝送装置

及び SPDS 表示装置は，5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部・高気密室）内

にそれぞれ一式設置する設計とする。な

お，5号機原子炉建屋内緊急時対策所内に

設置又は保管する所内通信連絡設備は，計

測制御系統施設の設備を緊急時対策所の

設備として兼用する。5号機屋外緊急連絡

用インターフォン（インターフォン）及び

安全パラメータ表示システム（SPDS）は，

計測制御系統施設の設備を緊急時対策所

の設備として兼用する。 

①-4，①-5，①-6【77 条 2】  

 

 衛星電話設備（常設）及び無線連絡設備

（常設）は，屋外に設置したアンテナと接

続することにより，屋内で使用できる設計

とする。 

①-7【77 条 3】  

 

 

 また，中央制御室内に設置する衛星電話

設備（常設）及び無線連絡設備（常設）は，

中央制御室待避室においても使用できる

設計とする。 

①-8【77 条 4】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（常

設）及び無線連絡設備のうち無線連絡設備

（常設）は，中央制御室及び 5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内に設置し，屋外に設

置したアンテナと接続することにより，屋

内で使用できる設計とする。①-7 

 

 また，衛星電話設備及び無線連絡設備の

うち中央制御室内に設置する衛星電話設

備（常設）及び無線連絡設備（常設）は，

中央制御室待避室においても使用できる

設計とする。①-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（常

設）及び無線連絡設備のうち無線連絡設備

（常設）は，中央制御室及び 5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内に設置し，屋外に設

置したアンテナと接続することにより，屋

内で使用できる設計とする。◇1 （①-7） 

 

また，衛星電話設備及び無線連絡設備のう

ち中央制御室内に設置する衛星電話設備

（常設）及び無線連絡設備（常設）は，中

央制御室待避室においても使用できる設

計とする。◇1 （①-8） 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・差異なし。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

・差異なし。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-4 引用元：P19-21 

①-5 引用元：P6 

①-6 引用元：P20 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-4 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 中央制御室内に設置する衛星電話設備

（常設）及び無線連絡設備（常設）は，非

常用ディーゼル発電設備に加えて，全交流

動力電源が喪失した場合においても，代替

電源設備である常設代替交流電源設備又

は可搬型代替交流電源設備からの給電が

可能な設計とする。 

②-1【77 条 5】  

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）内に設置する衛星電話設

備（常設），無線連絡設備（常設）及び 5号

機屋外緊急連絡用インターフォン（インタ

ーフォン）は，非常用ディーゼル発電設備

に加えて，全交流動力電源が喪失した場合

においても，代替電源設備である 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備（「6,7 号機共用」（以下同じ。））からの

給電が可能な設計とする。 

②-2【77 条 6】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，5 号炉原子炉建屋屋外，5 号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内及び 5 号炉中央制

御室内に設置する設計とする。①-2 

 

 衛星電話設備及び無線連絡設備のうち

中央制御室内に設置する衛星電話設備（常

設）及び無線連絡設備（常設）は，非常用

交流電源設備に加えて，全交流動力電源が

喪失した場合においても，代替電源設備で

ある常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備からの給電が可能な設計

とする。②-1 

 

 衛星電話設備及び無線連絡設備のうち

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設

置する衛星電話設備（常設）及び無線連絡

設備（常設）は，非常用交流電源設備に加

えて，全交流動力電源が喪失した場合にお

いても，代替電源設備である 5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備か

らの給電が可能な設計とする。②-2 

 

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，非常用交流電源設備に加えて，全交流

動力電源が喪失した場合においても，代替

電源設備である 5 号炉原子炉建屋内緊急

時対策所用可搬型電源設備からの給電が

可能な設計とする。②-2 

 

 

 

 

 

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，5 号炉原子炉建屋屋外，5 号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内及び 5 号炉中央制

御室内に設置する設計とする。◇1 （①-2） 

 

 衛星電話設備及び無線連絡設備のうち

中央制御室内に設置する衛星電話設備（常

設）及び無線連絡設備（常設）は，非常用

交流電源設備に加えて，全交流動力電源が

喪失した場合においても，代替電源設備で

ある常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備からの給電が可能な設計

とする。◇1 （②-1） 

 

 衛星電話設備及び無線連絡設備のうち

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設

置する衛星電話設備（常設）及び無線連絡

設備（常設）は，非常用交流電源設備に加

えて，全交流動力電源が喪失した場合にお

いても，代替電源設備である 5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備か

らの給電が可能な設計とする。◇1 （②-2） 

 

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，非常用交流電源設備に加えて，全交流

動力電源が喪失した場合においても，代替

電源設備である 5 号炉原子炉建屋内緊急

時対策所用可搬型電源設備からの給電が

可能な設計とする。◇1 （②-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-5 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 衛星電話設備（可搬型），無線連絡設備

（可搬型）及び携帯型音声呼出電話設備

（携帯型音声呼出電話機）は，充電式電池

又は乾電池を使用する設計とする。 

②-3【77 条 7】  

 

 充電式電池を使用する所内通信連絡設

備については，予備の充電式電池と交換す

ること又は予備の端末を使用することに

より，継続して通話ができ，使用後の充電

式電池は，5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部・高気密室）の電源から充電

することができる設計とする。また，乾電

池を使用する所内通信連絡設備について

は，予備の乾電池と交換することにより，

7 日間以上継続して通話ができる設計と

する。 

②-4【77 条 8】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（可搬

型），無線連絡設備のうち無線連絡設備（可

搬型）及び携帯型音声呼出電話設備は，充

電式電池又は乾電池を使用する設計とす

る。②-3 

 

 充電式電池を用いるものについては，別

の端末若しくは予備の充電式電池と交換

することにより 7 日間以上継続して通話

を可能とし，使用後の充電式電池は，中央

制御室又は 5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所の電源から充電することができる設

計とする。また，乾電池を用いるものにつ

いては，予備の乾電池と交換することによ

り，7日間以上継続して通話ができる設計

とする。 

②-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（可搬

型），無線連絡設備のうち無線連絡設備（可

搬型）及び携帯型音声呼出電話設備は，充

電式電池又は乾電池を使用する設計とす

る。◇1 （②-3） 

 

 充電式電池を用いるものについては，別

の端末若しくは予備の充電式電池と交換

することにより 7 日間以上継続して通話

を可能とし，使用後の充電式電池は，中央

制御室又は 5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所の電源から充電することができる設

計とする。また，乾電池を用いるものにつ

いては，予備の乾電池と交換することによ

り，7日間以上継続して通話ができる設計

とする。 

◇1 （②-4） 

 

 主要な設備は，以下のとおりとする。 

 

・衛星電話設備（常設）（5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所内に設置するものは 6 号

及び 7号炉共用）◇1 （①-4） 

 

・衛星電話設備（可搬型）（6 号及び 7 号

炉共用）◇1 （①-4） 

 

・無線連絡設備（常設）（5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所内に設置するものは 6 号

及び 7号炉共用）◇1 （①-4） 

 

・無線連絡設備（可搬型）（6 号及び 7 号

炉共用）◇1 （①-4） 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-6 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所へ重

大事故等に対処するために必要なデータ

を伝送するための設備として，データ伝送

装置，緊急時対策支援システム伝送装置及

び SPDS 表示装置で構成する安全パラメー

タ表示システム（SPDS）を設置する設計と

する。①-5 

 

 

・携帯型音声呼出電話設備（携帯型音声呼

出電話機）（5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所内に設置するものは 6 号及び 7 号炉

共用）①-4 

 

 

・5号炉屋外緊急連絡用インターフォン（6

号及び 7号炉共用）◇1 （①-4） 

 

・常設代替交流電源設備（6号及び 7号炉

共用）（10.2 代替電源設備）◇1 （②-1） 

 

・可搬型代替交流電源設備（6号及び 7号

炉共用）（10.2 代替電源設備）◇1 （②-1） 

 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備（6 号及び 7 号炉共用）（10.9 

緊急時対策所）◇1 （②-2） 

 

 その他，設計基準事故対処設備である非

常用交流電源設備を重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として使用する。 

◇1 （②-1，②-2） 

 

b. 安全パラメータ表示システム（SPDS） 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所へ重

大事故等に対処するために必要なデータ

を伝送するための設備として，データ伝送

装置，緊急時対策支援システム伝送装置及

び SPDS 表示装置で構成する安全パラメー

タ表示システム（SPDS）を設置する設計と

する。◇1 （①-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-7 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うちデータ伝送装置は，非常用ディーゼル

発電設備に加えて，全交流動力電源が喪失

した場合においても，代替電源設備である

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交

流電源設備からの給電が可能な設計とす

る。 

②-5【77 条 9】  

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うち緊急時対策支援システム伝送装置及

び SPDS 表示装置は，非常用ディーゼル発

電設備に加えて，全交流動力電源が喪失し

た場合においても，代替電源設備である 5

号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備からの給電が可能な設計とする。 

②-6【77 条 10】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うちデータ伝送装置は，コントロール建屋

内に設置し，緊急時対策支援システム伝送

装置及び SPDS 表示装置は，5 号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内に設置する設計と

する。①-5 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うちデータ伝送装置は，非常用交流電源設

備に加えて，全交流動力電源が喪失した場

合においても，代替電源設備である常設代

替交流電源設備又は可搬型代替交流電源

設備からの給電が可能な設計とする。 

②-5 

 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うち緊急時対策支援システム伝送装置及

び SPDS 表示装置は，非常用交流電源設備

に加えて，全交流動力電源が喪失した場合

においても，代替電源設備である 5号炉原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備からの給電が可能な設計とする。 

②-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うちデータ伝送装置は，コントロール建屋

内に設置し，緊急時対策支援システム伝送

装置及び SPDS 表示装置は，5 号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内に設置する設計と

する。◇1 （①-5） 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うちデータ伝送装置は，非常用交流電源設

備に加えて，全交流動力電源が喪失した場

合においても，代替電源設備である常設代

替交流電源設備又は可搬型代替交流電源

設備からの給電が可能な設計とする。 

◇1 （②-5） 

 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うち緊急時対策支援システム伝送装置及

び SPDS 表示装置は，非常用交流電源設備

に加えて，全交流動力電源が喪失した場合

においても，代替電源設備である 5号炉原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備からの給電が可能な設計とする。 

◇1 （②-6） 

 

 主要な設備は，以下のとおりとする。 

・安全パラメータ表示システム（SPDS）（デ

ータ伝送装置，緊急時対策支援システム伝

送装置及び SPDS 表示装置）（緊急時対策支

援システム伝送装置及び SPDS 表示装置は

6号及び 7号炉共用）◇1 （①-5） 

 

・常設代替交流電源設備（6号及び 7号炉

共用）（10.2 代替電源設備）◇1 （②-5） 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-8 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合に必要な所

内通信連絡設備及び安全パラメータ表示

システム（SPDS）については，基準地震動

による地震力に対し，地震時及び地震後に

おいても通信連絡に係る機能を保持する

ため，固縛又は固定による転倒防止措置等

を実施するとともに，信号ケーブル及び電

源ケーブルは，耐震性を有する電線管等に

敷設する設計とする。 

①-9【77 条 11】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合に計測等を

行った特に重要なパラメータを発電所内

の必要な場所で共有するための通信連絡

設備（発電所内）①-3 は，通信連絡設備

（発電所内）と同じである。□1 （①-1） 

 

 緊急時対策支援システム（ERSS）等への

データ伝送の機能に係る設備及び 5 号炉

原子炉建屋内緊急時対策所の通信連絡機

能に係る設備としての安全パラメータ表

示システム（SPDS），無線連絡設備，衛星

電話設備，携帯型音声呼出電話設備及び 5

号炉屋外緊急連絡用インターフォンにつ

いては，固縛又は転倒防止処置を講じる

等，基準地震動による地震力に対し，機能

喪失しない設計とする。①-9 

 

 

 

・可搬型代替交流電源設備（6号及び 7号

炉共用）（10.2 代替電源設備）◇1 （②-5） 

 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備（6 号及び 7 号炉共用）（10.9 

緊急時対策所）◇1 （②-6） 

 その他，設計基準事故対処設備である非

常用交流電源設備を重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として使用する。 

◇1 （②-5，②-6） 

 

 

c. 計測等を行った特に重要なパラメー

タを発電所内の必要な場所で共有する通

信連絡設備（発電所内） 

 重大事故等が発生した場合に計測等を

行った特に重要なパラメータを発電所内

の必要な場所で共有する通信連絡設備 

◇1 （①-3）（発電所内）は，「(1) a. 通信

連絡設備（発電所内）」と同じである。 

◇1 （①-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（所内通信連絡設備として纏

めて記載。内訳：無線連絡設

備，衛星電話設備，携帯型音声

呼出電話設備及び 5 号炉屋外

緊急連絡用インターフォン） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.1 通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-9 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所外（社内外）の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うために必要な

所外通信連絡設備及び計測等を行った特

に重要なパラメータを発電所外（社内外）

の必要な場所で共有するために必要な所

外通信連絡設備として，必要な数量の衛星

電話設備（常設）を中央制御室及び 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高

気密室）内に設置し，必要な数量の衛星電

話設備（可搬型）及び統合原子力防災ネッ

トワークを用いた通信連絡設備（テレビ会

議システム，IP-電話機及び IP-FAX）（6,7

号機共用，5号機に設置）を 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）

内に設置又は保管する設計とする。なお，

可搬型については必要な数量に加え，故障

を考慮した数量の予備を保管する。 

①-10，①-12，①-13，①-14 

【77 条 12】  

 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所外（社内外）の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うために必要な

通信連絡設備（発電所外），発電所内から

発電所外の緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ必要なデータを伝送できるデ

ータ伝送設備及び計測等を行った特に重

要なパラメータを発電所外の必要な場所

で共有するための通信連絡設備（発電所

外）を設ける。□1 （①-10） 

 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所外（社内外）の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うための通信連

絡設備（発電所外）として，衛星電話設備

及び統合原子力防災ネットワークを用い

た通信連絡設備を設置又は保管する設計

とする。①-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 発電所外との通信連絡を行うための

設備 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所外（社内外）の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うために必要な

通信連絡設備（発電所外），発電所内から

発電所外の緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ必要なデータを伝送できるデ

ータ伝送設備及び計測等を行った特に重

要なパラメータを発電所外の必要な場所

で共有するための通信連絡設備（発電所

外）を設ける。◇1 （①-10） 

 

a. 通信連絡設備（発電所外） 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所外（社内外）の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うための通信連

絡設備（発電所外）として，衛星電話設備

及び統合原子力防災ネットワークを用い

た通信連絡設備を設置又は保管する設計

とする。◇1 （①-10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

（共用設備については，その

設備の設置号機について記

載） 

（設置許可本文との整合性か

ら表現を改めて記載 

 設置許可本文：一式 

 基本設計方針：必要な数量） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

（可搬型についての要求事項

の明確化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

計測制御系統施設 

発電用原子炉の運転を管理す

るための制御装置 

1.5 通信連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-12 引用元：P10 

①-13 引用元：P13 

①-14 引用元：P19-21 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-10 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内から発電所外の緊急時対策支援シ

ステム（ERSS）等へ必要なデータを伝送で

きる設備として，緊急時対策支援システム

伝送装置で構成するデータ伝送設備（6,7

号機共用，5号機に設置）を 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）

内に一式設置する設計とする。なお，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）に設置又は保管する所外通信連

絡設備及びデータ伝送設備は，計測制御系

統施設の設備を緊急時対策所の設備とし

て兼用する。 

①-14，①-15，①-16【77 条 13】  

 

 

 衛星電話設備（常設）は，屋外に設置し

たアンテナと接続することにより，屋内で

使用できる設計とする。 

①-7【77 条 14】  

 

 また，中央制御室内に設置する衛星電話

設備（常設）は，中央制御室待避室におい

ても使用できる設計とする。 

①-8【77 条 15】  

 

 

 

 

 

 衛星電話設備は，通信連絡設備（発電所

内）と同じである。□1 （①-1）  

 

 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内から発電所外の緊急時対策支援シ

ステム（ERSS）等へ必要なデータを伝送で

きる設備として，緊急時対策支援システム

伝送装置で構成するデータ伝送設備を設

置する設計とする。①-15 

 

 データ伝送設備は，5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所内に設置する設計とする。 

①-15 

 

 なお，データ伝送設備を構成する緊急時

対策支援システム伝送装置は，安全パラメ

ータ表示システム（SPDS）の緊急時対策支

援システム伝送装置と同じである。 

□1 （①-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備は，5号炉原子炉建屋内緊急

時対策所内に設置する設計とする。①-12 

 

 衛星電話設備は，「(1) a.通信連絡設備

（発電所内）」と同じである。◇1 （①-1） 

 

b. データ伝送設備 

 重大事故等が発生した場合において，発

電所内から発電所外の緊急時対策支援シ

ステム（ERSS）等へ必要なデータを伝送で

きる設備として，緊急時対策支援システム

伝送装置で構成するデータ伝送設備を設

置する設計とする。◇1 （①-15） 

 

 データ伝送設備は，5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所内に設置する設計とする。 

◇1 （①-15） 

 

 なお，データ伝送設備を構成する緊急時

対策支援システム伝送装置は，「(1)b.安全

パラメータ表示システム（SPDS）」と同じ

である。◇1 （①-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備は，5号炉原子炉建屋内緊急

時対策所内に設置する設計とする。 

◇1 （①-12） 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

（共用設備については，その

設備の設置号機について記

載） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・差異なし。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

・差異なし。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-14 引用元：P19-21 

①-16 引用元：P20 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

①-7 引用元：P3 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

①-8 引用元：P3 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-11 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 中央制御室内に設置する衛星電話設備

（常設）は，非常用ディーゼル発電設備に

加えて，全交流動力電源が喪失した場合に

おいても，代替電源設備である常設代替交

流電源設備又は可搬型代替交流電源設備

からの給電が可能な設計とする。 

②-1【77 条 16】  

 

 衛星電話設備（可搬型）は，充電式電池

を使用する設計とする。 

②-3【77 条 17】  

 

 

 充電式電池を使用する所外通信連絡設

備については，予備の充電式電池と交換す

ること又は予備の端末を使用することに

より，継続して通話ができ，使用後の充電

式電池は，5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部・高気密室）の電源から充電

することができる設計とする。 

②-4【77 条 18】  

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）内に設置する衛星電話設

備（常設）及び統合原子力防災ネットワー

クを用いた通信連絡設備（テレビ会議シス

テム，IP-電話機及び IP-FAX）は，非常用

ディーゼル発電設備に加えて，全交流動力

電源が喪失した場合においても，代替電源

設備である 5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所用可搬型電源設備からの給電が可能

な設計とする。 

②-7，②-2，①-12【77 条 19】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備は，非常用交流電源設備に加

えて，全交流動力電源が喪失した場合にお

いても，代替電源設備である 5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備か

らの給電が可能な設計とする。②-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備は，非常用交流電源設備に加

えて，全交流動力電源が喪失した場合にお

いても，代替電源設備である 5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備か

らの給電が可能な設計とする。◇1 （②-7） 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

・差異なし。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

 

 

②-1 引用元：P4 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

②-3引用元：P5 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

 

 

 

②-4 引用元：P5 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

 

 

 

 

 

 

②-2 引用元：P4 

①-12 引用元：P10 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-12 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 データ伝送設備は，非常用ディーゼル発

電設備に加えて，全交流動力電源が喪失し

た場合においても，代替電源設備である 5

号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備からの給電が可能な設計とする。 

②-6【77 条 20】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主要な設備は，以下のとおりとする。 

・衛星電話設備（常設）（5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所内に設置するものは 6 号

及び 7号炉共用）◇1 （②-4） 

 

・衛星電話設備（可搬型）（6 号及び 7 号

炉共用）◇1 （②-4） 

 

・統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-

電話機及び IP-FAX）（6号及び 7号炉共用） 

◇1 （②-4） 

 

・常設代替交流電源設備（6号及び 7号炉

共用）（10.2 代替電源設備）◇1 （②-5） 

・可搬型代替交流電源設備（6号及び 7号

炉共用）（10.2 代替電源設備）◇1 （②-5） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備（6 号及び 7 号炉共用）（10.9 

緊急時対策所）◇1 （②-6） 

 

 その他，設計基準事故対処設備である非

常用交流電源設備を重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として使用する。 

◇1 （②-5，②-6） 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

 

 

②-6 引用元：P7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-13 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合に必要な所

外通信連絡設備及びデータ伝送設備につ

いては，基準地震動による地震力に対し，

地震時及び地震後においても通信連絡に

係る機能を保持するため，固縛又は固定に

よる転倒防止措置等を実施するとともに，

信号ケーブル及び電源ケーブルは，耐震性

を有する電線管等に敷設する設計とする。 

①-17【77 条 21】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合に計測等を

行った特に重要なパラメータを発電所外

の必要な場所で共有するための通信連絡

設備（発電所外）①-13 は，通信連絡設備

（発電所外）と同じである。□2  

 

 緊急時対策支援システム（ERSS）等への

データ伝送の機能に係る設備及び 5 号炉

原子炉建屋内緊急時対策所の通信連絡機

能に係る設備としてのデータ伝送設備，衛

星電話設備及び統合原子力防災ネットワ

ークを用いた通信連絡設備については，固

縛又は転倒防止処置を講じる等，基準地震

動による地震力に対し，機能喪失しない設

計とする。①-17 

 

 

 

 

 非常用交流電源設備については，ヌ,(2) 

非常用電源設備の構造に記載する。□2  

 常設代替交流電源設備及び可搬型代替

交流電源設備については，ヌ,(2),(ⅳ) 代

替電源設備に記載する。□2  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備については，ヌ,(3),(ⅵ) 緊

急時対策所に記載する。□2  

 

 

 

 

c. 計測等を行った特に重要なパラメー

タを発電所外の必要な場所で共有する通

信連絡設備（発電所外） 

 重大事故等が発生した場合に計測等を

行った特に重要なパラメータを発電所外

の必要な場所で共有する通信連絡設備（発

電所外）◇1 （①-13）は，「(2) a. 通信連

絡設備（発電所外）」と同じである。◇2  

 

 緊急時対策支援システム（ERSS）等への

データ伝送の機能に係る設備及び 5 号炉

原子炉建屋内緊急時対策所の通信連絡機

能に係る設備としての安全パラメータ表

示システム（SPDS），データ伝送設備，無

線連絡設備，携帯型音声呼出電話設備，5

号炉屋外緊急連絡用インターフォン，衛星

電話設備及び統合原子力防災ネットワー

クを用いた通信連絡設備については，固縛

又は転倒防止処置を講じる等，基準地震動

による地震力に対し，機能喪失しない設計

とする。◇1 （①-17） 

 

 非常用交流電源設備については，「10.1 

非常用電源設備」に記載する。◇2  

 常設代替交流電源設備及び可搬型代替

交流電源設備については，「10.2 代替電

源設備」に記載する。◇2  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備については，「10.9 緊急時

対策所」に記載する。◇2  

 非常用交流電源設備は，設計基準事故対

処設備であるとともに，重大事故等時にお

いても使用するため，「1.1.7 重大事故等

対処設備に関する基本方針」のうち，多様

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（所外通信連絡設備の内訳：

衛星電話設備及び統合原子力

防災ネットワークを用いた通

信連絡設備） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

4.2 通信連絡設備（発電所外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-14 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

（多様性，位置的分散） 

 基本方針については，「5.1.2 多様性，

位置的分散等」に示す。Ⅰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性，位置的分散等を除く設計方針を適用す

る。◇3  

 非常用交流電源設備については「10.1 

非常用電源設備」にて記載する。◇2  

 

 

10.12.2.2.1  多様性，位置的分散 

 基本方針については，「1.1.7.1 多様

性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

Ⅰ 

 

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（常

設）及び衛星電話設備のうち衛星電話設備

（常設）の電源は，送受話器及び電力保安

通信用電話設備と共通要因によって同時

に機能を損なわないよう，常設代替交流電

源設備若しくは可搬型代替交流電源設備

及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用

可搬型電源設備からの給電により使用す

ることで，非常用交流電源設備及び充電器

（蓄電池）からの給電により使用する送受

話器及び電力保安通信用電話設備に対し

て多様性を有する設計とする。◇4  

 また，無線連絡設備（常設）及び衛星電

話設備（常設）は，中央制御室及び 5号炉

原子炉建屋内緊急時対策所内に設置する

ことで，送受話器及び電力保安通信用電話

設備と共通要因によって同時に機能を損

なわないよう位置的分散を図る設計とす

る。◇4  

 携帯型音声呼出電話設備の電源は，送受

話器及び電力保安通信用電話設備と共通

要因によって同時に機能を損なわないよ

う，乾電池等を使用することで，非常用交

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則第 54条の要求

事項に関する基本方針につい

て呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-15 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流電源設備及び充電器（蓄電池）からの給

電により使用する送受話器及び電力保安

通信用電話設備に対して多様性を有する

設計とする。◇4  

 また，携帯型音声呼出電話設備は，中央

制御室及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対

策所内に保管することで，送受話器及び電

力保安通信用電話設備と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう位置的分

散を図る設計とする。◇4  

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

の電源は，送受話器及び電力保安通信用電

話設備と共通要因によって同時に機能を

損なわないよう，5号炉原子炉建屋内緊急

時対策所用可搬型電源設備からの給電に

より使用することで，非常用交流電源設備

及び充電器（蓄電池）からの給電により使

用する送受話器及び電力保安通信用電話

設備に対して多様性を有する設計とする。

◇4  

 また，5号炉屋外緊急連絡用インターフ

ォンは，5 号炉原子炉建屋屋外，5 号炉原

子炉建屋内緊急時対策所内及び 5 号炉中

央制御室内に設置することで，送受話器及

び電力保安通信用電話設備と共通要因に

よって同時に機能を損なわないよう位置

的分散を図る設計とする。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（可搬

型）及び衛星電話設備のうち衛星電話設備

（可搬型）の電源は，送受話器及び電力保

安通信用電話設備と共通要因によって同

時に機能を損なわないよう，充電式電池を

使用することで，非常用交流電源設備及び

充電器（蓄電池）からの給電により使用す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-16 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る送受話器及び電力保安通信用電話設備

に対して多様性を有する設計とする。◇4  

 また，無線連絡設備（可搬型）及び衛星

電話設備（可搬型）は，5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所内に保管することで，送受

話器及び電力保安通信用電話設備と共通

要因によって同時に機能を損なわないよ

う位置的分散を図る設計とする。◇4  

 無線連絡設備，衛星電話設備，携帯型音

声呼出電話設備及び 5 号炉屋外緊急連絡

用インターフォンは，異なる通信方式を使

用し，共通要因によって同時に機能を損な

わないよう多様性を有する設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に

設置する統合原子力防災ネットワークを

用いた通信連絡設備の電源は，テレビ会議

システム，専用電話設備及び衛星電話設備

（社内向）と共通要因によって同時に機能

を損なわないよう，5号炉原子炉建屋内緊

急時対策所用可搬型電源設備からの給電

により使用することで，非常用交流電源設

備及び乾電池からの給電により使用する

テレビ会議システム，専用電話設備及び衛

星電話設備（社内向）に対して多様性を有

する設計とする。◇4  

 コントロール建屋及び 5 号炉原子炉建

屋内緊急時対策所内に設置する安全パラ

メータ表示システム（SPDS）及びデータ伝

送設備の電源は，常設代替交流電源設備若

しくは可搬型代替交流電源設備及び 5 号

炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備からの給電により使用することで，

非常用交流電源設備に対して多様性を有

する設計とする。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-17 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

（悪影響防止） 

 基本方針については，「5.1.3 悪影響防

止等」に示す。Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電源設備の多様性，位置的分散について

は「10.2 代替電源設備」及び「10.9 緊

急時対策所」にて記載する。◇2  

 

 

10.12.2.2.2 悪影響防止 

 基本方針については，「1.1.7.1 多様性，

位置的分散，悪影響防止等」に示す。Ⅱ 

 

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（常

設），衛星電話設備のうち衛星電話設備（常

設），携帯型音声呼出電話設備，統合原子

力防災ネットワークを用いた通信連絡設

備，安全パラメータ表示システム（SPDS）

及びデータ伝送設備は，設計基準対象施設

として使用する場合と同じ系統構成で重

大事故等対処設備として使用することで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。◇4  

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，他の設備から独立した系統構成で使用

することで，他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（可搬

型）及び衛星電話設備のうち衛星電話設備

（可搬型）は，他の設備と独立して使用す

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則第 54条の要求

事項に関する基本方針につい

て呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-18 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

（共用の禁止） 

 基本方針については，「5.1.3 悪影響防

止等」に示す。Ⅲ-1 

 

 

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）内に設置する衛星電話設

備（常設），無線連絡設備（常設），5号機

屋外緊急連絡用インターフォン（インター

フォン），安全パラメータ表示システム

（SPDS），統合原子力防災ネットワークを

用いた通信連絡設備（テレビ会議システ

ム，IP-電話機及び IP-FAX）及びデータ伝

送設備は，号機の区分けなく通信連絡する

ことで，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しなが

ら，総合的な管理（事故処置を含む。）を

行うことができ，安全性の向上が図れるこ

とから，6号機及び 7号機で共用する設計

とする。 

Ⅲ-2【77 条 22】  

 

 これらの通信連絡設備は，共用により悪

影響を及ぼさないよう，6号機及び 7号機

に必要な数量又は容量を確保するととも

に，号機の区分けなく通信連絡が可能な設

計とする。 

Ⅲ-3【77 条 23】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に

設置する無線連絡設備（常設），5 号炉原

子炉建屋内緊急時対策所内に設置する衛

星電話設備（常設），5 号炉屋外緊急連絡

用インターフォン，統合原子力防災ネット

ワークを用いた通信連絡設備，安全パラメ

ータ表示システム（SPDS）及びデータ伝送

設備は，号炉の区分けなく通信連絡するこ

とで，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しなが

ら，総合的な管理（事故処置を含む。）を

行うことができ，安全性の向上が図れるこ

とから，6号及び 7号炉で共用する設計と

する。Ⅲ-2 

 

 

 

 これらの通信連絡設備は，共用により悪

影響を及ぼさないよう，6号及び 7号炉に

必要な容量を確保するとともに，号炉の区

分けなく通信連絡が可能な設計とする。 

Ⅲ-3 

 

 

 

 

10.12.2.2.3  共用の禁止 

 基本方針については，「1.1.7.1 多様性，

位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

Ⅲ-1 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に

設置する無線連絡設備（常設），5 号炉原

子炉建屋内緊急時対策所内に設置する衛

星電話設備（常設），5 号炉屋外緊急連絡

用インターフォン，統合原子力防災ネット

ワークを用いた通信連絡設備，安全パラメ

ータ表示システム（SPDS）及びデータ伝送

設備は，号炉の区分けなく通信連絡するこ

とで，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しなが

ら，総合的な管理（事故処置を含む。）を

行うことができ，安全性の向上が図れるこ

とから，6号及び 7号炉で共用する設計と

する。◇1 （Ⅲ-2） 

 また，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

内に設置する無線連絡設備（常設），5 号

炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設置す

る衛星電話設備（常設），5 号炉屋外緊急

連絡用インターフォン，統合原子力防災ネ

ットワークを用いた通信連絡設備，安全パ

ラメータ表示システム（SPDS）及びデータ

伝送設備は，共用により悪影響を及ぼさな

いよう，6号及び 7号炉に必要な容量を確

保するとともに，号炉の区分けなく通信連

絡が可能な設計とする。◇1 （Ⅲ-3） 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則第 54条の要求

事項に関する基本方針につい

て呼び込む旨を記載。 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

（設備名称が異なる） 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

6. 設備の共用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測制御系統施設 

6. 設備の共用 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-19 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

（容量等） 

 基本方針については，「5.1.4 容量等」

に示す。Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 通信連絡設備の一覧を以下に示す。 

・送受話器（警報装置を含む。）（6号及び

7号炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4 

 

・電力保安通信用電話設備（6号及び 7号

炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4 

 

・テレビ会議システム（6号及び 7号炉共

用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-14 

 

・専用電話設備（6号及び 7号炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-14 

 

・衛星電話設備（社内向）（6 号及び 7 号

炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-14 

 

［常設重大事故等対処設備］ 

・無線連絡設備（常設）（6 号及び 7 号炉

共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4 

 

・無線連絡設備（常設） 

（「中央制御室」と兼用） 

一式①-4 

10.12.2.2.4  容量等 

 基本方針については，「1.1.7.2 容量

等」に示す。Ⅳ 

 

 携帯型音声呼出電話設備は，想定される

重大事故等時において，発電所内の建屋内

で必要な通信連絡を行うために必要な個

数を保管する設計とする。◇4  

 保有数は，6号及び 7号炉で重大事故等

に対処するために必要な個数と故障時及

び保守点検時のバックアップ用を加え，一

式（5号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に

設置するものは 6号及び 7号炉共用）を保

管する設計とする。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（常

設）は，想定される重大事故等時において，

発電所内の通信連絡をする必要のある場

所と通信連絡を行うために必要な個数を

設置する設計とする。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（可搬

型）は，想定される重大事故等時において，

発電所内の通信連絡をする必要のある場

所と通信連絡を行うために必要な個数を

保管する設計とする。◇4  

 保有数は，6号及び 7号炉で重大事故等

に対処するために必要な個数と故障時及

び保守点検時のバックアップ用を加え，一

式（6号及び 7号炉共用）を保管する設計

とする。◇4  

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（常

設）は，想定される重大事故等時において，

発電所内及び発電所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うために

必要な個数を設置する設計とする。◇4  

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則第 54条の要求

事項に関する基本方針につい

て呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-20 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・衛星電話設備（常設）（6 号及び 7 号炉

共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4，①-14 

 

・衛星電話設備（常設） 

（「中央制御室」と兼用） 

一式①-4，①-14 

 

・5号炉屋外緊急連絡用インターフォン（6

号及び 7号炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4 

 

・安全パラメータ表示システム（SPDS）（緊

急時対策支援システム伝送装置及び SPDS

表示装置は 6号及び 7号炉共用） 

（「計測制御系統施設」及び「緊急時対策

所」と兼用） 

一式①-6 

 

・統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備（6号及び 7号炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-14 

 

・データ伝送設備（6号及び 7号炉共用） 

一式①-16 

 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

・携帯型音声呼出電話設備（6号及び 7号

炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（可搬

型）は，想定される重大事故等時において，

発電所内及び発電所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うために

必要な個数を保管する設計とする。◇4  

 保有数は，6号及び 7号炉で重大事故等

に対処するために必要な個数と故障時及

び保守点検時のバックアップ用を加え，一

式（6号及び 7号炉共用）を保管する設計

とする。◇4  

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，対策要員が 5号炉原子炉建屋内緊急時

対策所と屋外のアクセスを円滑かつ安全

に行うことができるようにするため，5号

炉原子炉建屋屋外，5号炉原子炉建屋内緊

急時対策所内及び 5 号炉中央制御室内に

それぞれ設置する設計とする。◇4  

 安全パラメータ表示システム（SPDS）は，

想定される重大事故等時において，発電所

内の通信連絡をする必要のある場所に必

要なデータ量を伝送することができる設

計とする。◇4  

 統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備は，想定される重大事故等時

において，発電所外の通信連絡をする必要

のある場所と通信連絡を行うために必要

な個数を設置する設計とする。◇4  

 データ伝送設備は，想定される重大事故

等時において，発電所外の通信連絡をする

必要のある場所に必要なデータ量を伝送

することができる設計とする。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-21 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

（環境条件等） 

 基本方針については，「5.1.5 環境条件

等」に示す。Ⅴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・携帯型音声呼出電話設備 

一式①-4 

 

・無線連絡設備（可搬型）（6 号及び 7 号

炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4 

 

・衛星電話設備（可搬型）（6 号及び 7 号

炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式①-4，①-14 

 

 携帯型音声呼出電話設備，無線連絡設

備，衛星電話設備，統合原子力防災ネット

ワークを用いた通信連絡設備，安全パラメ

ータ表示システム（SPDS）及びデータ伝送

設備は，設計基準事故時□3 及び重大事故等

時ともに使用する。□1 （①-4，①-14，①-

16） 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

10.12.2.2.5  環境条件等 

 基本方針については，「1.1.7.3 環境条

件等」に示す。Ⅴ 

 

 携帯型音声呼出電話設備は，中央制御室

及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内

に保管し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。◇4  

 携帯型音声呼出電話設備は，想定される

重大事故等時において，発電所内の建屋内

で使用し，使用場所で操作が可能な設計と

する。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（常

設）及び衛星電話設備のうち衛星電話設備

（常設）は，中央制御室及び 5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内に設置し，想定され

る重大事故等時における環境条件を考慮

した設計とする。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（常

設）及び衛星電話設備のうち衛星電話設備

（常設）の操作は，想定される重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とす

る。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（可搬

型）及び衛星電話設備のうち衛星電話設備

（可搬型）は，発電所内の屋外で使用し，

使用場所で操作が可能な設計とする。◇4  

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，5 号炉原子炉建屋屋外，5 号炉原子炉

建屋内緊急時対策所内及び 5 号炉中央制

御室内に設置し，想定される重大事故等時

における環境条件を考慮した設計とする。 

また，設置場所で操作が可能な設計とす

る。◇4  

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則第 54条の要求

事項に関する基本方針につい

て呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-22 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うちデータ伝送装置は，コントロール建屋

内に設置し，想定される重大事故等時にお

ける環境条件を考慮した設計とする。◇4  

 データ伝送装置は，想定される重大事故

等時に操作を行う必要がない設計とする。

◇4  

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うち緊急時対策支援システム伝送装置は，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設

置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。◇4  

 緊急時対策支援システム伝送装置は，想

定される重大事故等時に操作を行う必要

がない設計とする。◇4  

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うち SPDS 表示装置は，5 号炉原子炉建屋

内緊急時対策所内に設置し，想定される重

大事故等時における環境条件を考慮した

設計とする。◇4  

 SPDS 表示装置の操作は，想定される重

大事故等時において，設置場所で可能な設

計とする。◇4  

 統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備は，5号炉原子炉建屋内緊急

時対策所内に設置し，想定される重大事故

等時における環境条件を考慮した設計と

する。◇4  

 統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備の操作は，想定される重大事

故等時において，設置場所で可能な設計と

する。◇4  

 データ伝送設備は，5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所内に設置し，想定される重大

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-23 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

（操作性の確保） 

 基本方針については，「5.1.6 操作性及

び試験・検査性」に示す。Ⅵ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故等時における環境条件を考慮した設

計とする。◇4  

 データ伝送設備は，想定される重大事故

等時に操作を行う必要がない設計とする。 

◇4  

 

10.12.2.2.6  操作性の確保 

 基本方針については，「1.1.7.4 操作性

及び試験・検査性」に示す。Ⅵ 

 

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（常

設），無線連絡設備のうち無線連絡設備（常

設）及び統合原子力防災ネットワークを用

いた通信連絡設備は，想定される重大事故

等時において，設計基準対象施設として使

用する場合と同じ系統構成で重大事故等

対処設備として使用する設計とし，付属の

操作スイッチにより，設置場所で操作が可

能な設計とする。◇4  

 無線連絡設備のうち無線連絡設備（常

設）は，中央制御室待避室で使用する場合，

切替スイッチを操作することにより，速や

かに切り替えられる設計とする。◇4  

 衛星電話設備のうち衛星電話設備（可搬

型），無線連絡設備のうち無線連絡設備（可

搬型）及び携帯型音声呼出電話設備は，想

定される重大事故等時において，設計基準

対象施設として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等対処設備として使用す

る設計とし，人が携行して移動し，付属の

操作スイッチにより，使用場所で操作が可

能な設計とする。◇4  

 携帯型音声呼出電話設備は，端末である

携帯型音声呼出電話機と中継用ケーブル

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則第 54条の要求

事項に関する基本方針につい

て呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-24 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドラム及び専用接続箱内の端子の接続を

簡便な端子接続とし，接続規格を統一する

ことにより，使用場所において確実に接続

できる設計とする。◇4  

 また，乾電池等の交換も含め容易に操作

ができるとともに，通信連絡をする必要の

ある場所と確実に通信連絡が可能な設計

とする。◇4  

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

は，想定される重大事故等時において他の

系統と切り替えることなく使用できる設

計とする。◇4  

 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン

のうち 5 号炉原子炉建屋屋外に設置する

インターフォンは，付属の操作スイッチに

より，設置場所で操作が可能な設計とす

る。◇4  

また，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所及

び 5 号炉中央制御室内に設置するインタ

ーフォンは，一般的な電話機と同様の構造

を有し，受話器部分を持ち上げることで 5

号炉原子炉建屋屋外のインターフォンと

通信連絡が可能な設計とする。◇4  

 安全パラメータ表示システム（SPDS）及

びデータ伝送設備は，想定される重大事故

等時において，設計基準対象施設として使

用する場合と同じ系統構成で重大事故等

対処設備として使用する設計とする。 

安全パラメータ表示システム（SPDS）のう

ちデータ伝送装置，安全パラメータ表示シ

ステム（SPDS）のうち緊急時対策支援シス

テム伝送装置及びデータ伝送設備は，常時

伝送を行うため，通常操作を必要としない

設計とする。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-25 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（試験検査） 

 基本方針については，「5.1.6 操作性及

び試験・検査性」に示す。Ⅶ 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うち SPDS 表示装置は，付属の操作スイッ

チにより 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策

所内で操作が可能な設計とする。◇4  

 

10.12.2.3  主要設備及び仕様 

 通信連絡を行うために必要な設備の主

要機器仕様を第 10.12－2 表及び第 10.12

－3 表に示す。◇2  

 

10.12.2.4  試験検査 

 基本方針については，「1.1.7.4 操作性

及び試験・検査性」に示す。Ⅶ 

 

 無線連絡設備，衛星電話設備，携帯型音

声呼出電話設備，5号炉屋外緊急連絡用イ

ンターフォン，安全パラメータ表示システ

ム（SPDS），統合原子力防災ネットワーク

を用いた通信連絡設備及びデータ伝送設

備は，発電用原子炉の運転中又は停止中

に，機能・性能及び外観の確認が可能な設

計とする。◇4  

 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必

要な設備（常設）の主要機器仕様 

(1) 無線連絡設備◇1 （①-4） 

無線連絡設備（常設）（6 号及び 7 号炉共

用） 

  兼用する設備は以下のとおり。 

  ・緊急時対策所（通常運転時等） 

  ・緊急時対策所（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

使用回線  無線系回線 

個  数  一式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則第 54条の要求

事項に関する基本方針につい

て呼び込む旨を記載。 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-26 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

無線連絡設備（常設） 

  兼用する設備は以下のとおり。 

  ・中央制御室（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

使用回線  無線系回線 

個  数  一式 

 

(2) 衛星電話設備◇1 （①-4，①-14） 

  衛星電話設備（常設）（6 号及び 7 号

炉共用） 

  兼用する設備は以下のとおり。 

  ・緊急時対策所（通常運転時等） 

  ・緊急時対策所（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

使用回線  衛星系回線 

個  数  一式 

 

衛星電話設備（常設） 

  兼用する設備は以下のとおり。 

  ・中央制御室（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

使用回線  衛星系回線 

個  数  一式 

 

(3) 安全パラメータ表示システム（SPDS）

◇1 （①-4） 

   兼用する設備は以下のとおり。 

  ・計装設備（重大事故等対処設備） 

  ・緊急時対策所（通常運転時等） 

  ・緊急時対策所（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-27 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

a. データ伝送装置 

使用回線  有線系回線及び無線系回線 

個  数  一式 

b. 緊急時対策支援システム伝送装置（6

号及び 7号炉共用） 

使用回線  有線系回線及び無線系回線 

個  数  一式 

 

c. SPDS 表示装置（6号及び 7号炉共用） 

個  数  一式 

 

(4) 統合原子力防災ネットワークを用い

た通信連絡設備（6号及び 7号炉共用）◇1

（①-14） 

 兼用する設備は以下のとおり。 

  ・緊急時対策所（通常運転時等） 

  ・緊急時対策所（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

 

a. テレビ会議システム（6号及び 7号炉

共用） 

使用回線  有線系回線及び衛星系回線 

個  数  一式 

 

b. IP－電話機（6号及び 7号炉共用） 

使用回線  有線系回線及び衛星系回線 

個  数  一式 

 

c. IP－FAX（6 号及び 7号炉共用） 

使用回線  有線系回線及び衛星系回線 

個  数  一式 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-28 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

(5) データ伝送設備（6 号及び 7 号炉共

用）◇1 （①-16） 

 兼用する設備は以下のとおり。 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

a. 緊急時対策支援システム伝送装置（6

号及び 7号炉共用） 

使用回線  有線系回線及び衛星系回線 

個  数  一式 

 

(6) 5号炉屋外緊急連絡用インターフォン

（6号及び 7号炉共用）◇1 （①-4） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

a. インターフォン 

使用回線  有線系回線 

個  数  一式 

 

第 10.12－3 表 通信連絡を行うために必

要な設備（可搬型）の主要機器仕様 

(1) 携帯型音声呼出電話設備（6号及び 7

号炉共用）◇1 （①-4） 

  兼用する設備は以下のとおり。 

  ・緊急時対策所（通常運転時等） 

  ・緊急時対策所（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

a. 携帯型音声呼出電話機（6号及び 7号

炉共用） 

使用回線  有線系回線 

個  数  一式 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 
 

要求事項との対比表 

77 条-29 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

(2) 携帯型音声呼出電話設備◇1 （①-4） 

  兼用する設備は以下のとおり。 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

a. 携帯型音声呼出電話機 

使用回線  有線系回線 

個  数  一式 

 

(3) 無線連絡設備◇1 （①-4） 

  無線連絡設備（可搬型）（6号及び 7号

炉共用） 

   兼用する設備は以下のとおり。 

  ・緊急時対策所（通常運転時等） 

  ・緊急時対策所（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

使用回線  無線系回線 

個  数  一式 

 

(4) 衛星電話設備◇1 （①-4，①-14） 

  衛星電話設備（可搬型）（6号及び 7号

炉共用） 

   兼用する設備は以下のとおり。 

  ・緊急時対策所（通常運転時等） 

  ・緊急時対策所（重大事故等時） 

  ・通信連絡設備（通常運転時等） 

使用回線  衛星系回線 

個  数  一式 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 

様式-6 

77 条－1 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

各条文の設計の考え方 

第 77条（通信連絡を行うために必要な設備） 

1.1 技術基準規則の条文，解釈への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

① 
発電所内外の通信連

絡を行うための設備 

技術基準規則の要求事項を受けて

いる内容を記載する。 
1 項 ― b,c,d 

② 
通信連絡設備の代替

電源設備 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
1 項 1a) b 

1.2 技術基準規則第 54条への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

Ⅰ 多様性，位置的分散等 
多様性，位置的分散等に関する基本

方針の呼び込み先を記載する。 
― ― a 

Ⅱ 悪影響防止 
悪影響防止に関する基本方針の呼

び込み先を記載する。 
― ― a 

Ⅲ 共用の禁止 

共用の禁止に関する基本方針の呼

び込み先を記載する。 

なお，個別設計についても記載す

る。 

― ― a 

Ⅳ 容量等 
容量等に関する基本方針の呼び込

み先を記載する。 
― ― b 

Ⅴ 環境条件等 
環境条件等に関する基本方針の呼

び込み先を記載する。 
― ― a 

Ⅵ 操作性の確保 
操作性の確保に関する基本方針の

呼び込み先を記載する。 
― ― a 

Ⅶ 試験検査 
試験検査に関する基本方針の呼び

込み先を記載する。 
― ― a 

 2. 設置許可本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

□1  
設置許可本文内の重

複記載 

設置許可本文内にある同趣旨の記載を採用するため記載

しない。 
― 

□2  
文章，表又は図の呼

込み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 77 条 通信連絡を行うために必要な設備】 

様式-6 

77 条－2 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

□3  他条文に関する記載 
第 47条に対する設計方針であり，第 47条にて同趣旨の内

容を整理するため記載しない。 
― 

 3. 設置許可添八のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

◇1  
設置許可本文との重

複記載 

設置許可本文にある同趣旨の記載を採用するため記載し

ない。 
― 

◇2  
文章，表又は図の呼

込み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 

◇3  他条文に関する記載 
第 72条に対する設計方針であり，第 72条に包括して記載

するため記載しない。 
― 

◇4  
設備の健全性に関す

る記載 

設備の健全性に関する記載は第 54 条に包括して記載する

ため記載しない。 
― 

4. 詳細な検討が必要な事項 

No. 記載先 

a 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する説明書 

b 通信連絡設備に関する説明書及び取付箇所を明示した図面 

c 中央制御室の機能に関する説明書 

d 緊急時対策所の機能に関する説明書 

※ 発電用原子炉の設置の許可（本文（五号））との整合性に関する説明書 

※ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

    4. 通信連絡設備  

   4.1 通信連絡設備（発電所内）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  重大事故等が発生した場合において，発電

所内の通信連絡をする必要のある場所と通

信連絡を行うために必要な 

所内通信連絡設備及び計測等を行った 

特に重要なパラメータを発電所内の必要な

場所で共有するために必要な 

所内通信連絡設備として， 

必要な数量の 

衛星電話設備（常設）， 

無線連絡設備（常設） 

 

及び携帯型音声呼出電話設備（携帯型音声呼

出電話機） 

を中央制御室及び 5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）内 

に設置又は保管し， 

必要な数量の 

衛星電話設備（可搬型）及び 

無線連絡設備（可搬型）を 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）内 

に保管する設計とする。 

また，5号機屋外緊急連絡用インターフォン

（インターフォン）（「6,7 号機共用，5 号機

に設置」（以下同じ。））を 5 号機原子炉建屋

屋外，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部・高気密室）内及び 5号機中央制御室

内に設置する設計とする。 

なお，可搬型については必要な数量に加え，

故障を考慮した数量の予備を保管する。 

【77 条 1】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，無線連絡設備

（常設）を設置している） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，5号機屋外緊

急連絡用インターフォンを設置している） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 2 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）へ重大事故等に対処するため

に必要なデータを伝送するための設備とし

て，安全パラメータ表示システム（SPDS）の

うちデータ伝送装置をコントロール建屋内

に一式設置し，緊急時対策支援システム伝送

装置及び SPDS 表示装置は，5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）内

にそれぞれ一式設置する設計とする。なお，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所内に設置

又は保管する所内通信連絡設備は，計測制御

系統施設の設備を緊急時対策所の設備とし

て兼用する。5号機屋外緊急連絡用インター

フォン（インターフォン）及び安全パラメー

タ表示システム（SPDS）は，計測制御系統施

設の設備を緊急時対策所の設備として兼用

する。 

【77 条 2】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

設備構成の差異（設置許可に基づき記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    衛星電話設備（常設）及び無線連絡設備（常

設）は，屋外に設置したアンテナと接続する

ことにより，屋内で使用できる設計とする。 

【77 条 3】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，無線連絡設備

（常設）を設置している） 

 

 

   また，中央制御室内に設置する衛星電話設備

（常設）及び無線連絡設備（常設）は，中央

制御室待避室においても使用できる設計と

する。 

【77 条 4】 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，衛星電話設備

（常設）及び無線連絡設備（常設）を設置し

ている） 

 

 

 

    差異なし（PWR との差異：柏崎刈羽は，衛星

電話（常設）が常設設備であるため可搬型と

常設の区別が必要ない。） 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 3 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

      中央制御室内に設置する衛星電話設備（常

設）及び無線連絡設備（常設）は，非常用デ

ィーゼル発電設備に加えて，全交流動力電源

が喪失した場合においても，代替電源設備で

ある常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流電源設備からの給電が可能な設計とす

る。 

【77 条 5】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

設備構成の差異（柏崎刈羽は無線連絡設備

（常設）を設置している） 

 

 

 

 

 

 

   5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）内に設置する衛星電話設備（常

設），無線連絡設備（常設）及び 5 号機屋外

緊急連絡用インターフォン（インターフォ

ン）は，非常用ディーゼル発電設備に加えて，

全交流動力電源が喪失した場合においても，

代替電源設備である 5 号機原子炉建屋内緊

急時対策所用可搬型電源設備（「6,7 号機共

用」（以下同じ。））からの給電が可能な設計

とする。 

【77 条 6】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，無線連絡設備

（常設）及び 5号機屋外緊急連絡用インター

フォンを設置している） 

 

 

 

 

 

 

 

 

   衛星電話設備（可搬型），無線連絡設備（可

搬型）及び携帯型音声呼出電話設備（携帯型

音声呼出電話機）は，充電式電池又は乾電池

を使用する設計とする。 

【77 条 7】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 4 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

予   充電式電池を使用する所内通信連絡設備に

ついては，予備の充電式電池と交換すること

又は予備の端末を使用することにより，継続

して通話ができ，使用後の充電式電池は，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）の電源から充電することができる

設計とする。また，乾電池を使用する所内通

信連絡設備については，予備の乾電池と交換

することにより，7日間以上継続して通話が

できる設計とする。 

【77 条 8】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

表現上の差異（記載の適正化） 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，充電式電池を

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）のみで充電する） 

 

 

 

 

 

    差異なし（PWR との差異：柏崎刈羽は，SPDS

表示装置が常設設備であるため予備の記載

は不要である） 

 

 

 

 

 

 

    安全パラメータ表示システム（SPDS）のう

ちデータ伝送装置は，非常用ディーゼル発電

設備に加えて，全交流動力電源が喪失した場

合においても，代替電源設備である常設代替

交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備

からの給電が可能な設計とする。 

【77 条 9】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 5 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   

 

安全パラメータ表示システム（SPDS）のうち

緊急時対策支援システム伝送装置及び SPDS

表示装置は，非常用ディーゼル発電設備に加

えて，全交流動力電源が喪失した場合におい

ても，代替電源設備である 5号機原子炉建屋

内緊急時対策所用可搬型電源設備からの給

電が可能な設計とする。 

【77 条 10】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

   重大事故等が発生した場合に必要な所内通

信連絡設備及び安全パラメータ表示システ

ム（SPDS）については，基準地震動による地

震力に対し，地震時及び地震後においても通

信連絡に係る機能を保持するため，固縛又は

固定による転倒防止措置等を実施するとと

もに，信号ケーブル及び電源ケーブルは，耐

震性を有する電線管等に敷設する設計と 

する。 

【77 条 11】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 6 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   4.2 通信連絡設備（発電所外）  

 。 

 

  重大事故等が発生した場合において，発 

電所外（社内外）の通信連絡をする必要の 

ある場所と通信連絡を行うために必要な 

所外通信連絡設備及び計測等を行った 

特に重要なパラメータを発電所外（社内外）

の必要な場所で共有するために必要な 

所外通信連絡設備として， 

必要な数量の衛星電話設備（常設）を 

中央制御室及び 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）内に設置し， 

必要な数量の衛星電話設備（可搬型）及び 

統合原子力防災ネットワークを用いた 

通信連絡設備（テレビ会議システム， 

IP-電話機及び IP-FAX）を 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）内 

に設置又は保管する設計とする。 

なお，可搬型については必要な数量に加え，

故障を考慮した数量の予備を保管する。 

【77 条 12】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    重大事故等が発生した場合において，発電

所内から発電所外の緊急時対策支援システ

ム（ERSS）等へ必要なデータを伝送できる設

備として，緊急時対策支援システム伝送装置

で構成するデータ伝送設備を 5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）

内に一式設置する設計とする。なお，5号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気

密室）に設置又は保管する所外通信連絡設備

及びデータ伝送設備は，計測制御系統施設の

設備を緊急時対策所の設備として兼用する。 

【77 条 13】 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，本社を含む） 

表現上の差異（設置許可に基づき記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 7 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

     衛星電話設備（常設）は，屋外に設置した

アンテナと接続することにより，屋内で使用

できる設計とする。 

【77 条 14】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

   また，中央制御室内に設置する衛星電話設備

（常設）は，中央制御室待避室においても使

用できる設計とする。 

【77 条 15】 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，衛星電話設備

（常設）を設置している） 

 

 

 

    差異なし（PWR との差異：柏崎刈羽は，統合

原子力防災ネットワークを用いた通信連絡

設備が常設設備であるため可搬型と常設の

区別が必要ない。） 

 

 

 

 

 

 

 

    中央制御室内に設置する衛星電話設備（常

設）は，非常用ディーゼル発電設備に加えて，

全交流動力電源が喪失した場合においても，

代替電源設備である常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備からの給電が

可能な設計とする。 

【77 条 16】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 8 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 。 

 

   5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）内に設置する衛星電話設備（常

設）及び統合原子力防災ネットワークを用い

た通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-

電話機及び IP-FAX）は，非常用ディーゼル発

電設備に加えて，全交流動力電源が喪失した

場合においても，代替電源設備である 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備からの給電が可能な設計とする。 

【77 条 19】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    衛星電話設備（可搬型）は，充電式電池を

使用する設計とする。 

【77 条 17】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

   充電式電池を使用する所外通信連絡設備に

ついては，予備の充電式電池と交換すること

又は予備の端末を使用することにより，継続

して通話ができ，使用後の充電式電池は，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）の電源から充電することができる

設計とする。 

【77 条 18】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

表現上の差異（記載の適正化） 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，充電式電池を

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）のみで充電する） 

 

 

    データ伝送設備は，非常用ディーゼル発電

設備に加えて，全交流動力電源が喪失した場

合においても，代替電源設備である 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備

からの給電が可能な設計とする。 

【77 条 20】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 9 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

    重大事故等が発生した場合に必要な所外

通信連絡設備及びデータ伝送設備について

は，基準地震動による地震力に対し，地震時

及び地震後においても通信連絡に係る機能

を保持するため，固縛又は固定による転倒防

止措置等を実施するとともに，信号ケーブル

及び電源ケーブルは，耐震性を有する電線管

等に敷設する設計とする。 

【77 条 21】 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（計測制御系統施設の基本設計方針）－ 10 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（計測制御系統施設の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   6. 設備の共用 表現上の差異（作成要領に基づき記載） 

   5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）内に設置する 

衛星電話設備（常設）， 

無線連絡設備（常設）， 

 

5 号機屋外緊急連絡用インターフォン（イン

ターフォン）， 

安全パラメータ表示システム（SPDS）， 

統合原子力防災ネットワークを用いた 

通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電

話機及び IP-FAX）及び 

データ伝送設備 

は，号機の区分けなく通信連絡することで，

必要な情報（相互のプラント状況，運転員の

対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的

な管理（事故処置を含む。）を行うことがで

き，安全性の向上が図れることから，6号機

及び 7号機で共用する設計とする。 

【77 条 22】【73 条】 

 

表現上の差異（工事計画上の名称を記載） 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，無線連絡設備

（常設）を設置している 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，5号機屋外緊

急連絡用インターフォンを設置している） 

設備構成の差異（共用の区分が異なる） 

 

 

 

設備構成の差異（共用の区分が異なる） 

設計方針の差異（設置許可に基づき記載） 

 

 

 

 

 

 

 

   これらの通信連絡設備は，共用により悪影響

を及ぼさないよう，6号機及び 7号機に必要

な数量又は容量を確保するとともに，号機の

区分けなく通信連絡が可能な設計とする。 

【77 条 23】【73 条】 

 

設備構成の差異 

設計方針の差異（設置許可に基づき記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

  

 

 

比較表（発電用原子炉の運転を管理するための制御装置）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（発電用原子炉の運転を管理するための制御装置） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

  2 中央制御室機能及び中央制御室外原子炉

停止機能 

1. 中央制御室機能 

 

 

 

 

 

   1.5 通信連絡  

   重大事故等が発生した場合において，発電

所内外の通信連絡をする必要のある場所と

通信連絡を行うことができる設計とする。

【77 条 1】【77 条 12】 

 

表現上の差異（記載の適正化） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


